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中期経営計画「Activity10」の策定に関するお知らせ 

 

当社は、この度、平成 26年３月期から平成 28年３月期までの中期経営計画を策定いたしましたので、お知

らせいたします。 

 

■本計画策定の背景と目的 

世界経済のグローバル化が進行している中、日本経済は長期に渡って低迷しています。それに伴って勤労者

収入は減少し続け、学校外教育費に対する負担感が強まっております。また、大学全入時代となっており、過

当競争による価格競争と相まって当業界の経営環境は一層厳しい状況となっております。 

当社グループにおきましても、１校当たりの生徒数が減少し、業績の低迷が継続するところとなっておりま

す。この要因は経営環境の大きな変化に十分に対応し切れていなかったからだと認識しております。 

当社グループは、この業績低迷を企業としての存続の危機であり、同時に企業として再び飛躍的に成長でき

るかどうかの分岐点として捉えております。飛躍的に成長できるかどうかの条件は、変化した経営環境と会社

の今後の方向性をどこまで深く全社員の共通認識とし、現場、現場において、生徒・保護者の期待を大きく上

回る教育サービスを提供できるかどうかだと考えております。 

当社グループにおきましては、全国を 17のブロックに分け、「エリア活性化プロジェクト」を立ち上げ、エ

リアに合った企画を積極的に立案及び実施しました。プロジェクトメンバーを中心として社員全体の当事者意

識も強化され、生徒数の増加につなげることに成功しました。 

また、今年 3月は映像授業を教室で見て学習する「iＤ予備校」を 17校開校（小中集団からの業態変更）し

ました。高校生だけを対象とした校舎を含めると 30校となりました。さらに今期末には、小中集団から 42校

の業態変更を計画しており、iＤ予備校は合計 72校となります。これまでは、集団授業での校舎展開をしてお

りましたが、今後は iＤ予備校を積極的に展開することにより、大きく事業戦略が変わります。 

以上のことを念頭におき、平成 28年３月期までの中期経営計画を以下の内容にて策定いたしました。 

 

■基本方針 

 Activity10 

「飛躍」10億円以上の営業利益を達成し成長していく 

 

１．「エリア活性化プロジェクト」を進化・継続させ、よりエリアに合った企画を立案し実行していく。 

また、全社員の意識の共有化を図る。 

２．小中集団からの移行を含め、中学生対象の iＤ予備校を積極的に展開していく。 

３．確実に成績が上がる教育サービスを提供できる仕組み、体制を整える。 

４．エリアで圧倒的なクオリティーの高い教育サービスの確立を目指し、商品開発力・教務力・社員研修力

の強化を行う。 

５．全てのエリアでの合格実績の伸長を図る。 

６．平成 28年３月期より iＤ予備校の本格的なＦＣ展開を目指す。 

７．小中集団は今後も引き続き全社におけるコア事業として位置づけ再強化していく。また、小中集団は、

業界トップクラスの教師育成に不可欠であり、映像コンテンツ供給機能を担う。 

８．コスト構造改善に取り組む。 
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■重点事業戦略 

 １．小中学部の強化 

 （１）生徒・保護者の期待を大きく上回る教育サービスを提供していく。成績を必ず上げ、志望校に合格 

できる学力を養成していく。そのためには以下の３点を全社員の共通認識としていく。 

①生徒・保護者は私たちに教育サービスを提供する機会を下さる顧客である、という認識と相応した 

姿勢・態度でなくてはならない 

②生徒の勉学に対するモチベーションを高揚させることができる力が必要である 

③成績上位から下位までの生徒一人ひとりに対応した授業・生徒対応が必要である 

（２）「エリア活性化プロジェクト」を中心に、各エリア・各校舎単位での競合に対する細かい分析と対応 

   のスピードを重視する。特に互角に競争できる価格を設定し、価格に見合う生徒数を確保する。 

 ２．iＤ予備校の展開 

 当社の中学生対象の iＤ予備校は日本でフロンティア的存在になると確信しています。高校生・卒生対象 

の映像授業は日本全体に行き渡っており市場規模も 2000億円以上と推測されていますが、中学生対象の映 

像授業はまだほとんど普及していません。その要因は高校生と違って中学生においては全体として勉強の自 

立が完成していないからだと考えています。 

当社の小中学部の教師は全員が正社員です。正社員体制で長年きめ細かく生徒対応・勉学モチベーショ 

ンの高揚、家庭学習の習慣付け等を行ってきました。こうした生徒管理ノウハウと映像授業の視聴管理に 

よって生徒の著しい成績向上と生徒・保護者満足、生徒増を継続しております。 

今後においては、集団からの移行と iＤ予備校の新設を積極的に展開していきます。 

 

■連結業績目標 

 平成 26年３月期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 

売上高 12,950百万円 13,400百万円 14,000百万円 

営業利益 480百万円 640百万円 1,050百万円 

営業利益率 3.7％ 4.8％ 7.5％ 

生徒数（９月末） 42,800名 44,200名 47,100名 

 

 (注) 上記の業績目標及び計画は、本資料の発生日現在において入手可能な情報に基づき作成しております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。  

以 上 


